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第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この規則は，国立大学法人富山大学職員就業規則（以下「職員就業規則」という。） 

第２条第３項の規定に基づき，国立大学法人富山大学（以下「大学」という。）に雇用さ

れる短時間再雇用職員（以下「短時間再雇用職員」という。）の就業に関して必要な事項

を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則で短時間再雇用職員とは，次の各号のいずれかに該当する者で，退職後

引き続き業務に従事できる者のうち，１週間の所定労働時間が，30時間を超えない範囲

内で定められ，かつ，１日の労働時間が７時間 45 分以内である職員で，１年以内の期間

を定めて雇用する職員をいう。 

(1) 職員就業規則第 17 条の規定により 60 歳で定年退職した者

(2) 国立大学法人富山大学契約職員就業規則第９条の規定により 60 歳に達した日以後

の最初の３月 31日に雇用期間が終了して退職した者 

(3) 国立大学法人富山大学パートタイム職員就業規則第９条により 60 歳に達した日以

後の最初の３月 31日に雇用期間が終了して退職した者 

(4) 国立大学法人又は独立行政法人国立高等専門学校機構を定年退職した部長又は課

長級の職員（その後，継続雇用されている者を含む。）のうち，大学（統合前の国立大

学法人富山大学，国立大学法人富山医科薬科大学及び国立大学法人高岡短期大学並び

に平成 16年 3月 31日以前の富山大学，富山医科薬科大学及び高岡短期大学を含む。）

が，課長級職員への登用を推薦した者 

(5) 国立大学法人又は独立行政法人国立高等専門学校機構を定年退職した部長又は課

長級の職員（その後，継続雇用されている者を含む。）のうち，前号の定めにより難い

特別の事情があると学長が認めた者 

http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/pdf/0106201.pdf


 （名称） 

第２条の２ 短時間再雇用職員の名称は，主事とする。 

 （法令との関係） 

第３条 この規則に定めのない事項については，労働基準法（昭和 22年法律第 49 号），そ

の他関係法令及び諸規則の定めるところによる。  

 （遵守遂行） 

第４条 大学及び短時間再雇用職員は，ともに法令及びこの規則を守り，その実行に努め

なければならない。 

 

   第２章 人事 

 

 （再雇用の方法） 

第５条 大学は，第２条に定める者のうち，再雇用職員として雇用されることを希望する

者と，定年等による退職日の１か月前までに面談を行い，雇用するものとする。 

２ 短時間再雇用職員が従事する職の区分，内容，担当業務は，別表第１のとおりとする。 

３ 大学は，再採用しようとする短時間再雇用職員に対し，あらかじめ，次の事項を記載

した文書を交付するものとする。 

 (1) 労働契約の期間に関する事項（当該契約の期間の満了後における当該契約に係る更

新の有無を含む。） 

  (2) 就業の場所及び従事する業務に関する事項 

  (3) 始業及び終業の時刻，所定労働時間を超える労働の有無，休憩時間，休日及び休暇

に関する事項 

  (4) 交替制勤務をさせる場合は就業時転換に関する事項 

  (5) 給与に関する事項 

  (6) 退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 

 （7） 雇用に関する相談窓口 

 （試用期間） 

第６条 短時間再雇用職員には，試用期間を設けないものとする。 

 （雇用期間） 

第７条 短時間再雇用職員の雇用期間は，１年を超えないものとし，一事業年度の範囲内

で定めるものとする。 

２ 短時間再雇用職員の雇用期間は， 65 歳に達した日以後の最初の３月 31 日以前まで

は，更新することができるものとする。 

（退職） 

第８条 短時間再雇用職員が次の各号の一に該当した場合には，退職により短時間再雇用

職員としての身分を失う。 

   (1)  雇用期間が満了した場合 

(2) 自己都合により退職を申し出た場合 

(3) 死亡した場合 

（自己都合による退職手続） 

第９条 短時間再雇用職員は，自己の都合により退職しようとする場合は ，原則として退

職を予定する日の 30 日前までに，大学に提出しなければならない。ただし，やむを得な



い事由により 30 日前までに退職願を提出できない場合は，14 日前までに，大学に退職

願を提出しなければならない。 

２ 短時間再雇用職員は，退職願の提出後も，退職するまでの間は，従来の職務に従事し

なければならない。 

   （解雇） 

第 10条  短時間再雇用職員が次の各号の一に該当する場合には，解雇することがある。 

   (1)  勤務実績が著しく悪い場合 

   (2)  心身の故障のため職務の遂行に著しく支障があり，又はこれに堪えない場合 

   (3)  前２号に規定する場合のほか，その職務に必要な適格性を著しく欠く場合 

   (4)  事業の縮小その他事業の運営上やむを得ない事由により，職員の減員等が必要と

なった場合 

   (5)  天災事変その他やむを得ない事由により本学の事業継続が不可能となった場合 

   (6)  公職選挙法（昭和 25年法律第 100号）第３条に規定する公職に就任した場合 

   (7) その他前各号に準ずるやむを得ない事情があった場合 

 

    第３章 給与 

 

 （給与の種類） 

第 11条 短時間再雇用職員の給与は，本給，通勤手当，特殊勤務手当，大学入学共通テス

ト手当，時間外労働手当，夜勤手当，休日給，外部資金獲得手当とする。 

   （本給） 

第 12 条 短時間再雇用職員の本給は時間給とし，別表第２に定める額とする。 

２ 別に定める国立大学法人富山大学職員給与規則（以下「給与規則」という。）第 30 条

の６に規定する職員と同様の職務を行うものと認められる者については，別表第２に定

める額に 25円（特別支援手当相当額）を加算した額とする。 

 （通勤手当） 

第 13条 通勤手当は，給与規則第 13条の規定を準用して支給する。 

   （特殊勤務手当） 

第 14条 特殊勤務手当は，給与規則第 15条の規定を準用して支給する。 

（大学入学共通テスト手当） 

第 14 条の２ 大学入学共通テスト手当は，給与規則第 15 条の２の規定を準用して支給す

る。 

   （時間外労働手当）  

第 15条  短時間再雇用職員が，所定の労働時間を超えて労働することを命ぜられ，労働し

たときは，１日７時間 45 分，１週 38時間 45分までは，１時間につき，100分の 100の

割合で，これを超えて労働したときは，１時間につき 100 分の 125の割合で支給する。 

２ 短時間再雇用職員の時間外労働手当については，別に定める場合を除き給与規則第 16

条及び第 17条の 2の規定を準用する。 

   （夜勤手当） 

第 16条  短時間再雇用職員が，所定の労働時間として午後 10 時から翌日の午前５時まで

の間に労働することを命ぜられた場合は，夜勤手当として，給与規則第 18 条の規定を準

用して支給する。 

http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/pdf/0106265.pdf


（休日給） 

第 17条  短時間再雇用職員が，第 26条に規定する休日において労働することを命ぜられ，

労働したとき，労働時間に対し，１時間につき 100分の 135の割合で支給する。 

２ 短時間再雇用職員の休日給については，別に定める場合を除き給与規則第 17 条及び第

17条の 2 の規定を準用する。 

（外部資金獲得手当） 

第 17条の２ 外部資金獲得手当は，給与規則第 30 条の５の規定を準用して支給する。 

  （給与の支給） 

第 18条  短時間再雇用職員の給与は，その全額を通貨で，直接短時間再雇用職員に支払う

ものとする。ただし，法令又は労使協定に基づき短時間再雇用職員の給与から控除すべ

き金額がある場合には，その短時間再雇用職員に支払うべき給与の金額からその金額を

控除して支払うものとする。 

２ 前項の給与は，労使協定に記載されている金融機関の当該短時間再雇用職員名義の口

座に振り込むものとする。 

  （給与の支給日） 

第 19 条 短時間再雇用職員の給与（外部資金獲得手当を除く。）は，翌月 17 日に支給す

る。ただし，17 日が日曜日に当たるときは 15 日，土曜日に当たるときは 16 日，月曜日

で，かつ，休日に当たるときは 18日に支給する。 

２ 外部資金獲得手当は，３月 10 日に支給する。ただし，その日が日曜日に当たるとき

は前々日に，土曜日に当たるときは前日に支給する。 

   （給与の期間） 

第 20 条 給与の計算期間は，支払月の前月の初日から末日までとする。 

（退職手当の不支給） 

第 21条 短時間再雇用職員には退職手当を支給しない。 

 

第４章 服務 

 

（誠実義務） 

第 22条 短時間再雇用職員は，職務上の責任を自覚し，大学の指示命令に従い，誠実に職

務に専念するとともに，職場の秩序の維持に努めなければならない。 

  （遵守事項） 

第 23条 短時間再雇用職員は，次の事項を守らなければならない。 

(1) 業務上の指示命令に従い，職場の秩序を保持し，互いに協力してその職務を遂行し

なければならない。 

  (2)  職場の内外を問わず，大学の信用を傷つけ，その利益を害し，又は職員全体の不名 

誉となるような行為をしてはならない。 

(3)  職務上知ることのできた秘密及び個人情報を正当な理由なく他に漏らしてはなら

ない。 

  (4)  常に公私の別を明らかにし，その職務や地位を私的利用のために用いてはならな

い。 

(5) 大学の敷地及び施設内（以下「大学内」という。）で，喧騒，その他の秩序・風紀

を乱す行為をしてはならない。 



(6) 大学の許可なく，大学内で営利を目的とする金品の貸借をし，物品の売買を行って

はならない。 

  

    第５章 労働時間，休日，休暇等 

  

   （労働時間） 

第 24 条 短時間再雇用職員の労働時間は，１週間につき 30 時間を超えない範囲内とし，

１日につき７時間 45 分以内とする。 

  （休憩時間） 

第 25条 短時間再雇用職員の休憩時間は，原則として１日の労働時間の途中に１時間とす

る。 

２  前項の規定にかかわらず，１日の労働時間が６時間以下の短時間再雇用職員には，休

憩時間を与えないことがある。 

   （休日） 

第 26条 短時間再雇用職員の休日は，次のとおりとする。 

 (1) 日曜日及び土曜日 

 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

 (3) 年末年始（12 月 29日から翌年１月３日までの日，前号に該当する休日を除く。） 

２ 前項の休日のうち，法定休日は日曜日とする。 

３ 本学の運営上，前項の規定により難い短時間再雇用職員の休日については，第５条第

３項の文書の定めるところによる。 

（休暇の種類） 

第 27条 短時間再雇用職員の休暇は，年次有給休暇，その他の有給休暇及び無給休暇とす

る。 

  （育児休業等） 

第 28条 短時間再雇用職員のうち３才に満たない子の養育を必要とする者は，大学に申し

出て育児休業の適用を受けることができる。 

２ 短時間再雇用職員のうち，小学校就学の始期に達するまでの子の養育を必要とする者

は，大学に申し出て育児部分休業の適用を受けることができる。 

３ 育児休業及び育児部分休業について必要な事項は，別に定める国立大学法人富山大学

職員の育児休業等に関する規則を準用する。 

  （介護休業等） 

第 29条 短時間再雇用職員の家族で傷病のため介護を要する者がいる場合は，大学に申し

出て介護休業又は介護部分休業の適用を受けることができる。 

２ 介護休業等について必要な事項は，別に定める国立大学法人富山大学職員の介護休業

等に関する規則を準用する。 

  （労働時間等に関する必要な事項） 

第 30条 この規則に定めるもののほか，短時間再雇用職員の労働時間，休日，休暇等につ

いて必要な事項は，別に定める国立大学法人富山大学に勤務するパートタイム職員の労

働時間，休暇等に関する規則を準用する。 

 

    第６章 雑則 

http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/pdf/0106238.pdf
http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/pdf/0106238.pdf
http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/pdf/0106239.pdf
http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/pdf/0106239.pdf
http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/pdf/0106265.pdf
http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/pdf/0106265.pdf


 

   （職員就業規則の準用） 

第 31条  職員就業規則のうち，第 21 条（解雇制限），第 22条（解雇予告），第 23 条（退

職後の責務），第 24 条（退職証明書），第 28 条（職員の倫理），第 29 条（ハラスメント

に関する措置），第 35 条（研修），第 37 条（表彰），第 38 条（懲戒），第 39 条（懲戒の

種類・内容），第 41 条（厳重注意），第 42 条（損害賠償），第 43 条（安全・衛生管理），

第 44 条（出張），第 45 条（旅費）， 第 47 条（業務上の災害補償），第 48 条（通勤途上

災害）及び第 49 条（災害補償に関する事項）の規定は，短時間再雇用職員に準用する。 

 

附 則 

１ この規則は，平成 20 年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行日の前日おいて，「国立大学法人富山大学定年等退職後のパートタイム

職員としての再雇用に関する規則」に基づき再雇用された者のうち，引き続き雇用され

ることを希望しない者を除き，この規則を適用し雇用するものとする。 

 

附 則 

 この規則は，平成 21年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は，平成 22年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は，平成 26年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は，平成 27年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は，平成 27年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成 30 年 11月 13日から施行し，平成 30年 11月１日から適用する。 

附 則 

この規則は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は，令和２年 10 月 27日から施行する。 

附 則 

１ この規則は，令和４年２月 22日から施行し，令和４年２月１日から適用する。 

２ 第 12条第２項の規定は，特別支援手当は，国庫補助事業による「看護職員等処遇改善

事業補助金」の交付期間中適用するものとする。 

 

  



 

別表第１（第５条関係）    

区  分 内  容 担 当 業 務 

Ａ 高年齢の長所・人生 

経験を生かせる業務 

高齢者がもつ指導力・調整

力を活用できる業務で、長年

の人生経験及び知識・技能を

生かせる業務 

（１）各種相談・指導等業務 

（２）各種折衝・調整業務 

（３）業務支援・事務補助に関する業務 

Ｂ 在職中における職の 

経験を生かせる業務 

在職中の職務・経験を生か

すことによって、行政水準の

維持向上がはかれる業務 

（１）施設・設備等の維持管理業務 

（２）看護・介護業務 

（３）医療技術業務 

（４）公用車運転業務 

（５）教育・研究に関する補助業務 

Ｃ 高齢者に可能な肉体的 

業務 

高齢者に可能な肉体的業務 （１）校内交通整理業務 

（２）環境整備業務 

（３）病院・附属学校における調理業務 

 

別表第２（第 12条関係） 

時間給 

1,000円 

 


